
別記

第１号様式（第７条関係）

（宛先） 大田区長

住　　　所

氏　　　名

電話番号

１ 助成対象（該当する項目にチェック）

□　一般の建築物 □　緊急輸送道路沿道建築物

２ 建築物の概要

(地名地番)　大田区　　　　　　　　　　　　　　丁目　　　　　 番　　　　　 号大田区 丁目 番地

(住居表示)　大田区 丁目 番 号

申請者
自　 宅 ・（ ）

申請者
に 同じ

・　（ ）

３ 耐震改修設計費用予定額　 円

４ 添付資料（裏面一覧表を参照のこと）

年　　　　　月　　　　　日　

納税課処理欄

記

申請者

建築物耐震改修設計助成金交付申請書

　大田区建築物耐震改修設計助成要綱に基づく助成金の交付を受けたいので、関係書類

を添えて下記のとおり申請します。

㊞　　

所在地

名 称

所 有 者
（区分所有又は共有
の 場 合 は 代 表 者 ）

納税台帳の照会に関する同意欄
※大田区外に居住している場合、法人である場合は記入不要。

　私は、大田区耐震改修設計助成金交付申請及び受給資格確認のために、区が納税台帳につ
いて照会を行うことに同意します。
　
　(生年月日)　　　　　年　　　月　　　日 (氏　名)　　　　 　 　　　　　　印



添付資料一覧表

番号 資料名

（１）建築確認年月日が確認又は推測できる書類の写し □

（２）検査済証又は建築竣工年月日が確認若しくは推測できる書類の写し □

(３)
建築物の登記事項証明書（区分所有者が所有する場合は、代表者の専有部分の
もの）(6か月以内のもの)

□

(４)
法人が所有する建築物の場合は、法人である旨の登記事項証明書(6か月以内の
もの)

□

（５）
建築物を所有する者（又は代表者）の現年度若しくは前年度の住民税納税証明
書(区外在住の者を除き耐震改修設計助成金交付申請書の納税台帳の照会に関す
る同意欄に同意する旨の署名をした場合は省略可)又は法人住民税納税証明書

□

（６）
区分所有者又は共有者が所有する建築物の場合は、耐震診断等を行うこと及び
代表者を選出することについて区分所有者又は共有者の合意があったことを示
す書類

□

（７）
耐震改修設計費用予定額が確認できる書類（例．見積書）の写し(必要な場合の
み)

□

（８）その他区長が必要と認める書類等 □

耐震改修設計助成金交付申請時に必要な資料一覧
チェック欄


